
そのそのそのその他案件他案件他案件他案件（（（（１１１１））））

説明用資料説明用資料説明用資料説明用資料２２２２

都市政策をめぐる最近の動向((((生産緑地法、
都市計画法))))について （（（（報告報告報告報告））））



都市農業振興基本法都市農業振興基本法都市農業振興基本法都市農業振興基本法

①①①①都市農業振興基本法都市農業振興基本法都市農業振興基本法都市農業振興基本法のののの成立成立成立成立（（（（H27H27H27H27年年年年4444月月月月22222222日日日日 公布公布公布公布････施行施行施行施行））））

都市農業の安定的な継続を図るとともに、多様な機能の適切かつ十分な発揮

を通じて良好な都市環境の形成に資することを目的として制定

基本理念基本理念基本理念基本理念

・多様な機能の適切かつ十分な発揮と都市農地の有効な活用及び適正な保全

・良好な市街地形成における農との共存

・国民の理解の下に施策を推進

②②②②都市農業振興基本計画都市農業振興基本計画都市農業振興基本計画都市農業振興基本計画のののの策定策定策定策定（（（（H28H28H28H28年年年年5555月月月月13131313日日日日 閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定））））

3333つのつのつのつの柱立柱立柱立柱立てによりてによりてによりてにより構成構成構成構成

・都市農業の振興に関する施策についての基本的な方針

・都市農業の振興に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

・都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

事項
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都市農業振興基本計画都市農業振興基本計画都市農業振興基本計画都市農業振興基本計画

出典：農林水産省 都市農業の振興
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都市緑地法等都市緑地法等都市緑地法等都市緑地法等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律法律法律法律（（（（H29.5.12H29.5.12H29.5.12H29.5.12公布公布公布公布））））

背景・必要性

◆まちづくりに◆まちづくりに◆まちづくりに◆まちづくりに当当当当たってたってたってたって、、、、公園公園公園公園、、、、広場広場広場広場、、、、緑地緑地緑地緑地、、、、農地等農地等農地等農地等のオープンスペースはのオープンスペースはのオープンスペースはのオープンスペースは多面的多面的多面的多面的なななな

機能機能機能機能をををを発揮発揮発揮発揮

⇒景観（潤い）、環境（雨水貯留、生物多様性）、防災（延焼防止、避難）、体験・学習・交流、

にぎわい

◆◆◆◆緑豊緑豊緑豊緑豊かなまちづくりにかなまちづくりにかなまちづくりにかなまちづくりに向向向向けてはけてはけてはけては、、、、以下以下以下以下のようなのようなのようなのような課題課題課題課題がががが顕在化顕在化顕在化顕在化

量的課題 一人当たり公園面積が少ない地域が存在

これまで宅地化を前提としてきた都市農地は、減少傾向

質的課題 公園ストックの老朽化の進行・魅力の低下、公園空間の有効活用の要請等

◆◆◆◆地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体はははは、、、、財政面財政面財政面財政面、、、、人材面人材面人材面人材面のののの制約等制約等制約等制約等からからからから新規整備新規整備新規整備新規整備やややや適切適切適切適切なななな施設更新等施設更新等施設更新等施設更新等にににに限界限界限界限界

・・・「経済財政運営と改革の基本方針2016」「日本再興戦略2016」において都市農地の確保等を
措置するよう位置づけ

都市公園都市公園都市公園都市公園のののの再生再生再生再生・・・・活性化活性化活性化活性化 ・・・ 都市公園法等の改正

緑地緑地緑地緑地・・・・広場広場広場広場のののの創出創出創出創出 ・・・ 都市緑地法の改正

都市農地都市農地都市農地都市農地のののの保全保全保全保全・・・・活用活用活用活用 ・・・・・・・・・・・・ 生産緑地法生産緑地法生産緑地法生産緑地法、、、、都市計画法都市計画法都市計画法都市計画法、、、、建築基準法の改正

（（（（H29.6.15H29.6.15H29.6.15H29.6.15一部施行一部施行一部施行一部施行））））
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生産緑地法生産緑地法生産緑地法生産緑地法のののの改正改正改正改正（H29.6.15施行(一部H30.4.1施行)）

■■■■生産緑地地区生産緑地地区生産緑地地区生産緑地地区にににに関関関関するするするする都市計画都市計画都市計画都市計画 (H29.6.15施行)

現行 都市計画決定規模要件：５００㎡以上

改正⇒３００㎡以上で市区町村が条例で定める規模

■■■■生産緑地地区内生産緑地地区内生産緑地地区内生産緑地地区内のののの行為制限行為制限行為制限行為制限 (H29.6.15施行)

現行 生産等に必要な施設のみ設置可能

改正⇒直売所、農家レストラン等の設置を可能に

■■■■生産緑地生産緑地生産緑地生産緑地のののの買取買取買取買取りりりり申出申出申出申出 (H30.4.1施行)

現行 都市計画決定後30年経過により所有者は市区町村に

買取り申出が可能（平成34年に申出期を迎える）

改正⇒申出可能時期を10年先送りする特定生産緑地指定制度

の創設（土地所有者等の同意を得て市区町村指定）
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生産緑地地区の面積要件の引き下げ

課題・背景

・500㎡要件を満たさない小規模農地は、農地
所有者に営農意思があっても、保全対象とさ

れていない。

・複数所有者の農地が一団で指定された地区

で、一部所有者の相続等に伴い、地区の一部

解除が必要な場合など、残地面積が規模要件

を下回ると地区全体が解除されてしまう。

（道連れ解除）

都市農業振興の観点を踏まえ、農地保全を図る意義について検討した

上で、必要な対応を行う。（都市農業振興基本計画（抜粋））

生産緑地地区の面積要件を条例で300㎡まで引き下げ可能

例） 買取り申出面積 １，５９４㎡

道連れ解除面積 ４２９㎡

（国土交通省ＨＰより）

買取申出買取申出買取申出買取申出

道連道連道連道連れれれれ解除解除解除解除

存続存続存続存続
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生産緑地地区における建築規制の緩和

課題・背景

・生産緑地地区内では、設置可能な建築物を農業用施設に厳しく限定。

・農業団体等から直売所等の設置を可能とする要望

国家戦略特区会議で、農家レストランの設置を認めるよう指摘

生産緑地地区に設置可能な建築物として、農産物等加工施設、

農産物等直売所、農家レストランを追加

農産物直売所、農家レストランのイメージ（国土交通省ＨＰより）
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特定生産緑地制度

・生産緑地の所有者等の意向を基に、市町村は当該生産緑地を特定生産緑地

として指定できる。

・指定された場合、市町村に買取り申出ができる時期は、「生産緑地地区の都市

計画の告示日から30年経過後」から、10年延期される。10年経過後は、改めて
所有者等の同意を得て、繰り返し10年の延長ができる。
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H34H4 H44
特定生産緑地に指定される場合

特定生産緑地に指定されない場合

告示から

30年経過
特定生産緑地指

定から10年経過

指定の期限が

延長されない場合

相続相続相続相続のののの発生発生発生発生

相続相続相続相続のののの発生発生発生発生

相続相続相続相続のののの発生発生発生発生

相続相続相続相続のののの発生発生発生発生

相続相続相続相続のののの発生発生発生発生

買取買取買取買取りりりり申出申出申出申出

ができるができるができるができる

買取買取買取買取りりりり申出申出申出申出

ができるができるができるができる

買取買取買取買取りりりり申出申出申出申出

ができるができるができるができる

いつでもいつでもいつでもいつでも買取買取買取買取りりりり申出申出申出申出がががが可能可能可能可能

いつでもいつでもいつでもいつでも買取買取買取買取りりりり申出申出申出申出がががが可能可能可能可能

※※※※以降以降以降以降、、、、特定生産緑地特定生産緑地特定生産緑地特定生産緑地のののの再指定再指定再指定再指定

をををを受受受受けることはできないけることはできないけることはできないけることはできない

※※※※以降以降以降以降、、、、特定生産緑地特定生産緑地特定生産緑地特定生産緑地のののの再指定再指定再指定再指定をををを受受受受けることはできないけることはできないけることはできないけることはできない7



都市計画法都市計画法都市計画法都市計画法のののの改正改正改正改正

■■■■田園住居地域田園住居地域田園住居地域田園住居地域のののの創設創設創設創設 (H30.4.1施行)

課題・背景

・宅地需要の沈静化・住民の都市農業に

対する認識の変化⇒都市農地を都市に

あるべきものへ（都市農業振興基本計画）

・マンション等の建設に伴う営農環境悪化

の防止

・住居専用地域に農業用施設等は原則とし

て建てられない状況

住居系用途地域の一類型・・・「田園住居地域」

〇住宅と農地が混在し、両者が調和して良好な居住環境と営農環境を形成している

地域を、あるべき市街地像として都市計画に位置づけ、開発／建築規制を通じて

その実現を図る

田園住居地域のイメージ（国土交通省ＨＰより）

１２から１３用途地域に
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